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人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

平成 12 年 12 月６日公布・施行 法律第 147 号 

 

（目的） 
第一条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、

信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内

外の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共

団体及び国民の責務を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資

することを目的とする。 
（定義） 
第二条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵かん養を目的とする教育活

動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民

の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。 
（基本理念） 
第三条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その

他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深

め、これを体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の

自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。 
（国の責務） 
第四条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 
（地方公共団体の責務） 
第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を

踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 
（国民の責務） 
第六条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実現に

寄与するよう努めなければならない。 
（基本計画の策定） 
第七条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 
（年次報告） 
第八条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策について

の報告を提出しなければならない。 
（財政上の措置） 
第九条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、当該施

策に係る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 
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附 則 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第八条の規定は、この法律の施行の

日の属する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について適用

する。 
（見直し） 
第二条 この法律は、この法律の施行の日から三年以内に、人権擁護施策推進法（平成八年

法律第百二十号）第三条第二項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済に

関する施策の充実に関する基本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果

をも踏まえ、見直しを行うものとする。 
 
衆議院における附帯決議 
 この法律の施行に伴い、政府は、次の点につき格段の配慮をされたい。 
一 人権教育および人権啓発に関する基本計画の策定にあたっては、行政の中立性に配慮

し、地方自治体や人権に関わる民間団体等関係各方面の意見を十分に踏まえること。 
二 前項の基本計画は、「人権教育のための国連十年」に関する国内行動計画等を踏まえ、

充実したものにすること。 
三 「人権の二十一世紀」実現に向けて、日本における人権政策確立の取組みは、政治の根

底・基本に置くべき課題であり、政府・内閣全体での課題として明確にするべきであるこ

と。 
 
参議院における附帯決議 

政府は、「人権の二十一世紀」を実現するため、本法の施行に当たっては、次の諸点につ

いて格段の努力をすべきである。 
一 人権教育及び人権啓発の推進に関する本法の基本理念並びに国、地方公共団体及び国

民の責務について周知徹底を図り、特に公務員による人権侵害のないよう適切な措置を

講じること。 
二 人権教育及び人権啓発に関する基本計画の策定に当たっては、地方公共団体や人権に

かかわる民間団体等関係各方面の意見を十分に踏まえること。 
三 人権教育及び人権啓発に関する基本計画は、「人権教育のための国連十年」に関する国

内行動計画等を踏まえ、充実したものにすること。 
四 人権政策は、政治の根底・基本に置くべき重要課題であることにかんがみ、内閣全体で

その取組みに努めること。 
 右決議する。 
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

平成 25 年６月 26 日公布・平成 28 年４月１日施行 法律第 65 号 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理念にの

っとり、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人として

その尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを踏

まえ、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業

者における障害を理由とする差別を解消するための措置等を定めることにより、障害を

理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔てら

れることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資すること

を目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能

の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により

継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるよ

うな社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

三 行政機関等 国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体（地方公営企業法（昭

和二十七年法律第二百九十二号）第三章の規定の適用を受ける地方公共団体の経営す

る企業を除く。第七号、第十条及び附則第四条第一項において同じ。）及び地方独立

行政法人をいう。 

四 国の行政機関 次に掲げる機関をいう。 

イ 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下

に置かれる機関 

ロ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第

一項及び第二項に規定する機関（これらの機関のうちニの政令で定める機関が置か

れる機関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

ハ 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関

（ホの政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除

く。） 

ニ 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法（昭和二十二年法律第七

十号）第十六条第二項の機関並びに内閣府設置法第四十条及び第五十六条（宮内庁
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法第十八条第一項において準用する場合を含む。）の特別の機関で、政令で定める

もの 

ホ 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の三の特別の機関で、政

令で定めるもの 

ヘ 会計検査院 

五 独立行政法人等 次に掲げる法人をいう。 

イ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に

規定する独立行政法人をいう。ロにおいて同じ。） 

ロ 法律により直接に設立された法人、特別の法律により特別の設立行為をもって設

立された法人（独立行政法人を除く。）又は特別の法律により設立され、かつ、そ

の設立に関し行政庁の認可を要する法人のうち、政令で定めるもの 

六 地方独立行政法人 地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一

項に規定する地方独立行政法人（同法第二十一条第三号に掲げる業務を行うものを除

く。）をいう。 

七 事業者 商業その他の事業を行う者（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方

独立行政法人を除く。）をいう。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害を理由とする差別の解

消の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消の推進に関して必要な施策の効

率的かつ効果的な実施が促進されるよう、適切な役割分担を行うとともに、相互に連携

を図りながら協力しなければならない。 

（国民の責務） 

第四条 国民は、第一条に規定する社会を実現する上で障害を理由とする差別の解消が重

要であることに鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めなければ

ならない。 

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備） 

第五条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な

配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対

する研修その他の必要な環境の整備に努めなければならない。 

第二章 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針 

第六条 政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策を総合的かつ一体的に

実施するため、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（以下「基本方

針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方向 
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二 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的

な事項 

三 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な 

事項 

四 国及び地方公共団体による障害を理由とする差別を解消するための支援措置の実施

に関する基本的な事項 

五 その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、障害者その

他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、障害者政策委員会

の意見を聴かなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方

針を公表しなければならない。 

６ 前三項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

第三章 行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措置 

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第七条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でな

い者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならな

い。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去

を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重で

ないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年

齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮を

しなければならない。 

（事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第八条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な

差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要として

いる旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、

障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の

状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければな

らない。 

（国等職員対応要領） 

第九条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、基本方針に即して、第七条に規定する

事項に関し、当該国の行政機関及び独立行政法人等の職員が適切に対応するために必要
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な要領（以下この条及び附則第三条において「国等職員対応要領」という。）を定める

ものとする。 

２ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めようとするとき

は、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じな

ければならない。 

３ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めたときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

４ 前二項の規定は、国等職員対応要領の変更について準用する。 

（地方公共団体等職員対応要領） 

第十条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に即して、第七条に規定

する事項に関し、当該地方公共団体の機関及び地方独立行政法人の職員が適切に対応す

るために必要な要領（以下この条及び附則第四条において「地方公共団体等職員対応要

領」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定めよ

うとするときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定めた

ときは、遅滞なく、これを公表するよう努めなければならない。 

４ 国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人による地方公共団体等職員対応要領

の作成に協力しなければならない。 

５ 前三項の規定は、地方公共団体等職員対応要領の変更について準用する。 

（事業者のための対応指針） 

第十一条 主務大臣は、基本方針に即して、第八条に規定する事項に関し、事業者が適切

に対応するために必要な指針（以下「対応指針」という。）を定めるものとする。 

２ 第九条第二項から第四項までの規定は、対応指針について準用する。 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第十二条 主務大臣は、第八条の規定の施行に関し、特に必要があると認めるときは、対

応指針に定める事項について、当該事業者に対し、報告を求め、又は助言、指導若しく

は勧告をすることができる。 

（事業主による措置に関する特例） 

第十三条 行政機関等及び事業者が事業主としての立場で労働者に対して行う障害を理由

とする差別を解消するための措置については、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭

和三十五年法律第百二十三号）の定めるところによる。 
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第四章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置 

（相談及び紛争の防止等のための体制の整備） 

第十四条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理由

とする差別に関する相談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する紛争

の防止又は解決を図ることができるよう人材の育成及び確保のための措置その他の必要

な体制の整備を図るものとする。 

（啓発活動） 

第十五条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関心と理

解を深めるとともに、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解消を

図るため、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第十六条 国は、障害を理由とする差別を解消するための取組に資するよう、国内外にお

ける障害を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情報の収集、整理及び提

供を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、障害を理由とする差別を解消するための取組に資するよう、地域に

おける障害を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情報の収集、整理及び

提供を行うよう努めるものとする。 

（障害者差別解消支援地域協議会） 

第十七条 国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、教育その他の障害者の自立

と社会参加に関連する分野の事務に従事するもの（以下この項及び次条第二項において

「関係機関」という。）は、当該地方公共団体の区域において関係機関が行う障害を理

由とする差別に関する相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を

解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、関係機関により構成される障害者差

別解消支援地域協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 前項の規定により協議会を組織する国及び地方公共団体の機関は、必要があると認め

るときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加えることができる。 

一 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利

活動法人その他の団体 

二 学識経験者 

三 その他当該国及び地方公共団体の機関が必要と認める者 

（協議会の事務等） 

第十八条 協議会は、前条第一項の目的を達するため、必要な情報を交換するとともに、

障害者からの相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消する

ための取組に関する協議を行うものとする。 

-78-



２ 関係機関及び前条第二項の構成員（次項において「構成機関等」という。）は、前項

の協議の結果に基づき、当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消す

るための取組を行うものとする。 

３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認めると

き、又は構成機関等が行う相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差

別を解消するための取組に関し他の構成機関等から要請があった場合において必要があ

ると認めるときは、構成機関等に対し、相談を行った障害者及び差別に係る事案に関す

る情報の提供、意見の表明その他の必要な協力を求めることができる。 

４ 協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体において処理する。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、

その旨を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第十九条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由

なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十条 前三条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議

会が定める。 

第五章 雑則 

（主務大臣） 

第二十一条 この法律における主務大臣は、対応指針の対象となる事業者の事業を所管す

る大臣又は国家公安委員会とする。 

（地方公共団体が処理する事務） 

第二十二条 第十二条に規定する主務大臣の権限に属する事務は、政令で定めるところに

より、地方公共団体の長その他の執行機関が行うこととすることができる。 

（権限の委任） 

第二十三条 この法律の規定により主務大臣の権限に属する事項は、政令で定めるところ

により、その所属の職員に委任することができる。 

（政令への委任） 

第二十四条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で

定める。 

第六章 罰則 

第二十五条 第十九条の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に

処する。 

第二十六条 第十二条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以

下の過料に処する。 
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附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次条から附則第六条

までの規定は、公布の日から施行する。 

（基本方針に関する経過措置） 

第二条 政府は、この法律の施行前においても、第六条の規定の例により、基本方針を定

めることができる。この場合において、内閣総理大臣は、この法律の施行前において

も、同条の規定の例により、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた基本方針は、この法律の施行の日において第六条の規定

により定められたものとみなす。 

（国等職員対応要領に関する経過措置） 

第三条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、この法律の施行前においても、第九条

の規定の例により、国等職員対応要領を定め、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた国等職員対応要領は、この法律の施行の日において第九

条の規定により定められたものとみなす。 

（地方公共団体等職員対応要領に関する経過措置） 

第四条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、この法律の施行前においても、第

十条の規定の例により、地方公共団体等職員対応要領を定め、これを公表することがで

きる。 

２ 前項の規定により定められた地方公共団体等職員対応要領は、この法律の施行の日に

おいて第十条の規定により定められたものとみなす。 

（対応指針に関する経過措置） 

第五条 主務大臣は、この法律の施行前においても、第十一条の規定の例により、対応指

針を定め、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた対応指針は、この法律の施行の日において第十一条の規

定により定められたものとみなす。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令

で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、第八条第二項に規定す

る社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮の在り方その他この法律の

施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に応じて所要の

見直しを行うものとする。 
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本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた 

取組の推進に関する法律 

平成２８年６月３日公布・施行 法律第６８号 

 

我が国においては、近年、本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由とし

て、適法に居住するその出身者又はその子孫を、我が国の地域社会から排除することを煽

せん動する不当な差別的言動が行われ、その出身者又はその子孫が多大な苦痛を強いられ

るとともに、当該地域社会に深刻な亀裂を生じさせている。 

もとより、このような不当な差別的言動はあってはならず、こうした事態をこのまま看

過することは、国際社会において我が国の占める地位に照らしても、ふさわしいものでは

ない。 

ここに、このような不当な差別的言動は許されないことを宣言するとともに、更なる人

権教育と人権啓発などを通じて、国民に周知を図り、その理解と協力を得つつ、不当な差

別的言動の解消に向けた取組を推進すべく、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題である

ことに鑑み、その解消に向けた取組について、基本理念を定め、及び国等の責務を明ら

かにするとともに、基本的施策を定め、これを推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」とは、専ら本邦の

域外にある国若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に居住するもの

（以下この条において「本邦外出身者」という。）に対する差別的意識を助長し又は誘

発する目的で公然とその生命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加える旨を告知

し又は本邦外出身者を著しく侮蔑するなど、本邦の域外にある国又は地域の出身である

ことを理由として、本邦外出身者を地域社会から排除することを煽動する不当な差別的

言動をいう。 

（基本理念） 

第三条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性に対する理解を

深めるとともに、本邦外出身者に対する不当な差別的言動のない社会の実現に寄与する

よう努めなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関する施策

を実施するとともに、地方公共団体が実施する本邦外出身者に対する不当な差別的言動

の解消に向けた取組に関する施策を推進するために必要な助言その他の措置を講ずる責

務を有する。 
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２ 地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関

し、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じた施策を講ずるよう努め

るものとする。 

第二章 基本的施策 

（相談体制の整備） 

第五条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとと

もに、これに関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整備す

るものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外

出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、これに関する

紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整備するよう努めるものと

する。 

（教育の充実等） 

第六条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実施

するとともに、そのために必要な取組を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外

出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実施するとともに、その

ために必要な取組を行うよう努めるものとする。 

（啓発活動等） 

第七条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、国民に

周知し、その理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するととも

に、そのために必要な取組を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外

出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、住民に周知し、その理解を

深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとともに、そのために必要な

取組を行うよう努めるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（不当な差別的言動に係る取組についての検討） 

２ 不当な差別的言動に係る取組については、この法律の施行後における本邦外出身者に

対する不当な差別的言動の実態等を勘案し、必要に応じ、検討が加えられるものとす

る。 
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衆議院における附帯決議  
国及び地方公共団体は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 
一 本法の趣旨、日本国憲法及びあらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約の精神

に照らし、第二条が規定する「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」以外のものであ

れば、いかなる差別的言動であっても許されるとの理解は誤りであるとの基本的認識の

下、適切に対処すること。 
二 本邦外出身者に対する不当な差別的言動が地域社会に深刻な亀裂を生じさせている地

方公共団体においては、その内容や頻度の地域差に適切に応じ、国とともに、その解消に

向けた取組に関する施策を着実に実施すること。 
三 インターネットを通じて行われる本邦外出身者等に対する不当な差別的言動を助長し、

又は誘発する行為の解消に向けた取組に関する施策を実施すること。 
四 本邦外出身者に対する不当な差別的言動のほか、不当な差別的取扱いの実態の把握に

努め、それらの解消に必要な施策を講ずるよう検討を行うこと。 
 
参議院における附帯決議 
 国及び地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題で

あることに鑑み、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきである。 
一 第２条が規定する「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」以外のものであれば、い

かなる差別的言動であっても許されるとの理解は誤りであり、本法の趣旨、日本国憲法及

びあらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約の精神に鑑み、適切に対処すること。 
二 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の内容や頻度は地域によって差があるものの、

これが地域社会に深刻な亀裂を生じさせている地方公共団体においては、国と同様に、そ

の解消に向けた取組に関する施策を着実に実施すること。 
三 インターネットを通じて行われる本邦外出身者等に対する不当な差別的言動を助長し、

又は誘発する行為の解消に向けた取組に関する施策を実施すること。 
 

-83-



部落差別の解消の推進に関する法律 

平成２８年１２月１６日公布・施行 法律第１０９号 

 
（目的） 
第一条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落

差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を

保障する日本国憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識の下

にこれを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関し、基本理念

を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、相談体制の充実等に

ついて定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のない社会を実現す

ることを目的とする。 
（基本理念） 
第二条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するかけ

がえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する

必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別のない社

会を実現することを旨として、行われなければならない。 
（国及び地方公共団体の責務） 
第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとともに、

地方公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情報の提供、

指導及び助言を行う責務を有する。 
２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国との適切な役

割分担を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情に応じ

た施策を講ずるよう努めるものとする。 
（相談体制の充実） 
第四条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとする。 
２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別

に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。 
（教育及び啓発） 
第五条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。 
２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別

を解消するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。 
（部落差別の実態に係る調査） 
第六条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、地方公共団体の協力を得

て、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。 
附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 
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衆議院法務委員会における附帯決議 
政府は、本法に基づく部落差別の解消に関する施策について、世代間の理解の差や地域社

会の実情を広く踏まえたものとなるよう留意するとともに、本法の目的である部落差別の

解消の推進による部落差別のない社会の実現に向けて、適正かつ丁寧な運用に努めること。 
 
参議院法務委員会における附帯決議 

国及び地方公共団体は、本法に基づく部落差別の解消に関する施策を実施するに当たり、

地域社会の実情を踏まえつつ、次の事項について格段の配慮をすべきである。 
一 部落差別のない社会の実現に向けては、部落差別を解消する必要性に対する国民の理

解を深めるよう努めることはもとより、過去の民間運動団体の行き過ぎた言動等、部落差

別の解消を阻害していた要因を踏まえ、これに対する対策を講ずることも併せて、総合的

に施策を実施すること。 
二 教育及び啓発を実施するに当たっては、当該教育及び啓発により新たな差別を生むこ

とがないように留意しつつ、それが真に部落差別の解消に資するものとなるよう、その内

容、手法等に配慮すること。 
三 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するための部落差別の実態に係る調査

を実施するに当たっては、当該調査により新たな差別を生むことがないように留意しつ

つ、それが真に部落差別の解消に資するものとなるよう、その内容、手法等について慎重

に検討すること。 
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性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する 

国民の理解の増進に関する法律 

令和５年６月２３日公布・施行 法律第６８号 

 
（目的） 
第一条 この法律は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の

理解が必ずしも十分でない現状に鑑み、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多

様性に関する国民の理解の増進に関する施策の推進に関し、基本理念を定め、並びに国及

び地方公共団体の役割等を明らかにするとともに、基本計画の策定その他の必要な事項

を定めることにより、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性を受け入れる

精神を涵かん養し、もって性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に寛容な

社会の実現に資することを目的とする。 
（定義） 
第二条 この法律において「性的指向」とは、恋愛感情又は性的感情の対象となる性別につ

いての指向をいう。 
２ この法律において「ジェンダーアイデンティティ」とは、自己の属する性別についての

認識に関するその同一性の有無又は程度に係る意識をいう。 
（基本理念） 
第三条 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に

関する施策は、全ての国民が、その性的指向又はジェンダーアイデンティティにかかわら

ず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの

理念にのっとり、性的指向及びジェンダーアイデンティティを理由とする不当な差別は

あってはならないものであるとの認識の下に、相互に人格と個性を尊重し合いながら共

生する社会の実現に資することを旨として行われなければならない。 
（国の役割） 
第四条 国は、前条に定める基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、性的

指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する施策

を策定し、及び実施するよう努めるものとする。 
（地方公共団体の役割） 
第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を

踏まえ、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進

に関する施策を策定し、及び実施するよう努めるものとする。 
（事業主等の努力） 
第六条 事業主は、基本理念にのっとり、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様

性に関するその雇用する労働者の理解の増進に関し、普及啓発、就業環境の整備、相談の

機会の確保等を行うことにより性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関
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する当該労働者の理解の増進に自ら努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する性

的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する施

策に協力するよう努めるものとする。 
２ 学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校をいい、幼稚

園及び特別支援学校の幼稚部を除く。以下同じ。）の設置者は、基本理念にのっとり、性

的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関するその設置する学校の児童、生

徒又は学生（以下この項及び第十条第三項において「児童等」という。）の理解の増進に

関し、家庭及び地域住民その他の関係者の協力を得つつ、教育又は啓発、教育環境の整備、

相談の機会の確保等を行うことにより性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様

性に関する当該学校の児童等の理解の増進に自ら努めるとともに、国又は地方公共団体

が実施する性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増

進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
（施策の実施の状況の公表） 
第七条 政府は、毎年一回、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国

民の理解の増進に関する施策の実施の状況を公表しなければならない。 
（基本計画） 
第八条 政府は、基本理念にのっとり、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性

に関する国民の理解の増進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、性的指

向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する基本的

な計画（以下この条において「基本計画」という。）を策定しなければならない。 
２ 基本計画は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解

を増進するための基本的な事項その他必要な事項について定めるものとする。 
３ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 
４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本計画を

公表しなければならない。 
５ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成するため必要があると認めるときは、関係行政機

関の長に対し、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 
６ 政府は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性をめぐる情勢の変化を勘

案し、並びに性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の

増進に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね三年ごとに、基本計画に検討を

加え、必要があると認めるときは、これを変更しなければならない。 
７ 第三項から第五項までの規定は、基本計画の変更について準用する。 
（学術研究等） 
第九条 国は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する学術研究その

他の性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関

する施策の策定に必要な研究を推進するものとする。 
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（知識の着実な普及等） 
第十条 国及び地方公共団体は、前条の研究の進捗状況を踏まえつつ、学校、地域、家庭、

職域その他の様々な場を通じて、国民が、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多

様性に関する理解を深めることができるよう、心身の発達に応じた教育及び学習の振興

並びに広報活動等を通じた性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する

知識の着実な普及、各般の問題に対応するための相談体制の整備その他の必要な施策を

講ずるよう努めるものとする。 
２ 事業主は、その雇用する労働者に対し、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多

様性に関する理解を深めるための情報の提供、研修の実施、普及啓発、就業環境に関する

相談体制の整備その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
３ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校の児童等に対し、性的指向及びジェン

ダーアイデンティティの多様性に関する理解を深めるため、家庭及び地域住民その他の

関係者の協力を得つつ、教育又は啓発、教育環境に関する相談体制の整備その他の必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。 
（性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進連絡会議） 
第十一条 政府は、内閣官房、内閣府、総務省、法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、

国土交通省その他の関係行政機関の職員をもって構成する性的指向・ジェンダーアイデ

ンティティ理解増進連絡会議を設け、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様

性に関する国民の理解の増進に関する施策の総合的かつ効果的な推進を図るための連絡

調整を行うものとする。 
（措置の実施等に当たっての留意） 
第十二条 この法律に定める措置の実施等に当たっては、性的指向又はジェンダーアイデ

ンティティにかかわらず、全ての国民が安心して生活することができることとなるよう、

留意するものとする。この場合において、政府は、その運用に必要な指針を策定するもの

とする。 
附 則 抄 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から施行する。 
（検討） 
第二条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行

状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとす

る。 
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主な人権関連法令の一覧 

分野 法 令 の 名 称 公 布 日 
備 考 

※（ ）は通称・略称 

人 

権 

全 

般 

日本国憲法 昭和 21 年 11 月 3 日  

教育基本法 昭和 22 年 3 月 31 日 平成 18 年全部改正 

人身保護法 昭和 23 年 7 月 30 日  

人権擁護委員法 昭和 24 年 5 月 31 日  

人権擁護施策推進法 平成 8 年 12 月 26 日 平成 14 年 3 月失効 

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 平成 12 年 12 月 6 日  

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の

制限及び発信者情報の開示に関する法律 

平成 14 年 5 月 27 日 

 

(プロバイダ責任制

限法) 

令和 6 年一部改正 

特定電気通信による情報の流通によって発生

する権利侵害等への対処に関する法律 

令和 6 年 5 月 17 日 

 

（情報流通プラットフ

ォーム対処法） 

部 

落 

差 

別 

問 

題 

同和対策事業特別措置法 昭和 44 年 7 月 10 日 昭和 57 年失効 

地域改善対策特別措置法 昭和 57 年 3 月 31 日 昭和 62 年失効 

地域改善対策特定事業に係る国の財政上の

特別措置に関する法律 

昭和 62 年 3 月 31 日 

 

平成 14 年失効 

部落差別の解消の推進に関する法律 平成 28 年 12 月 16 日 （部落差別解消推進

法） 

女 

 

性 

母子及び父子並びに寡婦福祉法 昭和 39 年 7 月 1 日  

雇用の分野における男女の均等な機会及び

待遇の確保等に関する法律 

昭和 47 年 7 月 1 日 

 

（男女雇用機会均等

法） 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律 

平成 3 年 5 月 15 日 

 

（育児介護休業法） 

男女共同参画社会基本法 平成 11 年 6 月 23 日  

ストーカー行為等の規制等に関する法律 平成 12 年 5 月 24 日 （ストーカー規制法） 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律 

平成 13 年 4 月 13 日 （DV 防止法） 

女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律 

平成 2７年 9 月 4 日 

 

(女性活躍推進法) 

困難な問題を抱える女性への支援に関する法

律 

令和 4 年 5 月 25 日  

 

 

 

こ 

ど 

も 

 

 

 

学校教育法 昭和 22 年 3 月 31 日  

児童福祉法 昭和 22 年 12 月 12 日  

少年法 昭和 23 年 7 月 15 日  

社会教育法 昭和 24 年 6 月 10 日  

勤労青少年福祉法 昭和 45 年 5 月 25 日  

児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及

び処罰並びに児童の保護等に関する法律 

平成 11 年 5 月 26 日 

 

（児童ポルノ禁止法） 

児童虐待の防止等に関する法律 

 

平成 12 年 5 月 24 日  
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こ 

ど 

も 

 

 

 

 

インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘

引する行為の規制等に関する法律 

平成 15 年 6 月 13 日 

 

（出会い系サイト規制

法） 

障害のある児童及び生徒のための教科用特定

図書等の普及の促進等に関する法律 

平成 20 年 6 月 18 日 （教科書バリアフリー

法） 

青少年が安全に安心してインターネットを利用で

きる環境の整備等に関する法律 

平成 20 年 6 月 18 日 

 

（青少年インターネッ

ト環境整備法） 

子どもの貧困対策の推進に関する法律 平成 25 年 6 月 26 日 （子どもの貧困対策

法） 

いじめ防止対策推進法 平成 25 年 6 月 28 日  

こども基本法 令和 4 年 6 月 22 日  

高 

齢 

者 

老人福祉法 昭和 38 年 7 月 11 日  

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律 昭和 46 年 5 月 25 日  

高齢社会対策基本法 平成 7 年 11 月 15 日  

高齢者の居住の安定確保に関する法律 平成 13 年 4 月 6 日  

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律 

平成 17 年 11 月 9 日 

 

（高齢者虐待防止

法） 

共生社会の実現を推進するための認知症基本

法 

令和 5 年 6 月 16 日 （認知症基本法） 

障

が
い
者

高

齢

者 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律 

平成 18 年 6 月 21 日 
（バリアフリー新法） 

障 

が 

い 

者 

身体障害者福祉法 昭和 24 年 12 月 26 日  

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 昭和 25 年 5 月 1 日  

知的障害者福祉法 昭和 35 年 3 月 31 日  

障害者の雇用の促進等に関する法律 昭和 35 年 7 月 25 日  

障害者基本法 昭和 45 年 5 月 21 日  

身体障害者の利便の増進に資する通信・放送

身体障害者利用円滑化事業の推進に関する

法律 

平成 5 年 5 月 26 日 

 

 

 

身体障害者補助犬法 平成 14 年 5 月 29 日  

発達障害者支援法 平成 16 年 12 月 10 日  

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律 

平成 24 年 6 月 27 日 (障害者総合支援法) 

(旧)障害者自立支援

法 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律 

平成 25 年 6 月 26 日 (障害者差別解消法) 

障害者による文化芸術活動の推進に関する法律 平成 30 年 6 月 13 日  

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に

対する一時金の支給等に関する法律 

平成 31 年 4 月 24 日 令和 6 年全部改正 

障害者による情報の取得及び利用並びに意思

疎通に係る施策の推進に関する法律 

令和 4 年 5 月 25 日 

 

 

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者

等に対する補償金等の支給等に関する法律 

令和 6 年 10 月 17 日  
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外 

国 

人 

出入国管理及び難民認定法 昭和 26 年 10 月 4 日  

外国人登録法 昭和 27 年 4 月 28 日  

国際受刑者移送法 平成 14 年 6 月 12 日  

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解

消に向けた取組の推進に関する法律 

平成 28 年 6 月 3 日 （ヘイトスピーチ解消

法） 

医 

療 

等 

公害健康被害の補償等に関する法律 昭和 48 年 10 月 5 日  

らい予防法の廃止に関する法律 平成 8 年 3 月 31 日  

感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律 

平成 10 年 10 月 2 日 

 

(感染症法) 

 

ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の

支給等に関する法律 

平成 13 年 6 月 22 日 

 

(ハンセン病補償法) 

 

ハンセン病問題の解決の促進に関する法律 平成 20 年 6 月 18 日 (ハンセン病問題基

本法) 

ハンセン病元患者家族に対する補償金の支給

等に関する法律 

令和元年 11 月 22 日  

性

的

少

数

者 

性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関す

る法律 

平成 15 年 7 月 16 日 

 

 

性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様

性に関する国民の理解の増進に関する法律 

令和 5 年 6 月 23 日 

 

 

犯
罪
被
害
者
等 

犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害

者等の支援に関する法律 

昭和 56 年 1 月 1 日 

 

(犯罪被害者給付金

支給法) 

犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための

刑事手続に付随する措置に関する法律 

平成 12 年 5 月 19 日 

 

(犯罪被害者保護法) 

 

犯罪被害者等基本法 平成 16 年 12 月 8 日  

 

 

 

 

 

 

様 

々 

な 

人 

権 

問 

題 

 

 

 

 

 

 

労働基準法 昭和 22 年 4 月 7 日  

生活保護法 昭和 25 年 5 月 4 日  

行政不服審査法 昭和 37 年 9 月 15 日  

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇

用の安定及び職業生活の充実等に関する法

律 

昭和 41 年 7 月 21 日 令和元年改正 

パワーハラスメントの防

止対策法制化 

消費者基本法 昭和 43 年 5 月 30 日  

行政手続法 平成 5 年 11 月 12 日  

中国残留法人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律 

平成 6 年 4 月 6 日 (中国残留法人等支

援法) 

アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関

する知識の普及及び啓発に関する法律 

平成 9 年 5 月 14 日 

 

(アイヌ文化振興法) 

 

犯罪捜査のための通信傍受に関する法律 平成 11 年 8 月 18 日  

消費者契約法 平成 12 年 5 月 12 日  

ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法

律 

平成 12 年 12 月 6 日  

ホームレスの自立の支援等に関する特別措置

法 

 

平成 14 年 8 月 7 日  
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様 

々 

な 

人 

権 

問 

題 

 

 

 

 

 

 

 

北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援

に関する法律 

平成 14 年 12 月 11 日 (拉致被害者支援法) 

個人情報の保護に関する法律 平成 15 年 5 月 30 日  

行政機関の保有する個人情報の保護に関する

法律 

平成 15 年 5 月 30 日  

少子化社会対策基本法 平成 15 年 7 月 30 日  

裁判員の参加する刑事裁判に関する法律 平成 16 年 5 月 28 日  

公益通報者保護法 平成 16 年 6 月 18 日  

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する

法律 

平成 17 年 5 月 25 日  

拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問

題への対処に関する法律 

平成 18 年 6 月 23 日 (北朝鮮人権侵害対

処法) 

更生保護法 

 

平成 19 年 6 年 15 日 

 

(旧)犯罪者予防更生

法 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の

促進に関する法律 

平成 19 年 7 月 6 日 

 

（住宅セーフティネッ

ト法） 

生活困窮者自立支援法 平成 25 年 12 月 13 日  

再犯の防止等の推進に関する法律 平成 28 年 12 月 14 日  

アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現する

ための施策の推進に関する法律 

平成 31 年 4 月 26 日 

 

（アイヌ民族支援法） 
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